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東日本大震災における災害応急体制の課題 主な課題

• 東北地方太平洋沖地震発生時には、通信の途絶や庁舎の被災等により、被害状況の把握や
報告・発信等への支障が多く発生した。

• また、被災地への物資の調達・輸送における混乱、国民の不安心理の増大による全国的な生
活必需品の入手難といった状況も発生した。

• さらに、製油所等が多数被災するとともに、被災地外からの物流網が途絶したことから、全国
から被災地への燃料の供給ができなくなった。

表 東日本大震災における政府の災害応急対策課題の整理

応急対策項目 課題

１．情報収集・伝達 応急対策は地方自治体からの情報が前提。しかし、自治体の庁舎や職員が被災し
たことにより自治体の機能が低下し、政府は情報が来ない中で応急対策をせざるを
得ない状態が発生した。

２．救出・救助 救出・救助活動の各実働機関間等の連携が一部で困難であった。

３．災害医療 被災地における入院患者等への継続的な医療サービスに支障が生じた。

４．緊急輸送体制 緊急交通路の確保等緊急輸送体制に混乱が生じた。

５．物資輸送・調達 燃料をはじめ、必要な物資を必要なタイミングで届けることが必ずしも十分ではな
かった。

６．避難所運営・管理 避難所運営において時々のニーズに応じた各種支援・サービスが十分ではなかっ
た。

７．広域連携体制の構築 被災自治体への支援調整が困難であった。

８．広報 政府の対応に関する広報（災害応急活動等の広報、帰宅困難者の混乱を防止する
目的の広報や海外への広報）が不足していた。

９．海外からの支援 海外支援受入れにおいて混乱が生じた。

１０．女性や災害時要援護
者への配慮

男女共同参画、障がい者、高齢者等への配慮が不足した。

出典：内閣府 「東日本大震災における災害応急対策等について」（防災対策推進検討会議（第２回））
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南海トラフ巨大地震の
影響を受ける地域が
広範囲にわたることを
考慮し、これまでの東
海、東南海・南海地震
の応急対策において
十分ではなかった点を
中心に対策の検討が
必要

南海トラフ巨大地震
対策への教訓



通信の途絶 自治体の被災

１．情報収集・伝達 課題

大槌町庁舎

南三陸町防災庁舎

宮城県

出典：総務省「東日本大震災における通信の被災
状況、復旧等に関する取組状況」（東日本大震災
における災害応急対策に関する検討会（第４回））

出典：内閣府 「東日本大震災における災害応急対策等について」
（防災対策推進検討会議（第２回））

被災市町村では、通信途絶のみならず、首長や職員、庁舎の被災等により、被害状況の把握や報告・発信
などが行えない状況となり、当初は一部の市町村の機能が失われていることすら政府は把握できなかった。

被災の大変な地域ほど情報の発信が困難であり、被害状況の情報収集も難しく、現地からどこに連絡をす
れば対策を取ってもらえるのかも分からなかった。 出典：中央防災会議防災対策推進検討会議「中間報告」（平成24年3月7日）

福島県

岩手県

警察・海上保安庁通信施設の被災

出典：警察庁「東日本大震災における警察の情報通信基
盤」（東日本大震災における災害応急対策に関する
検討会（第4回））

海上保安庁通信施設の震災による被害状況

警察通信施設の被災による停電

出典：海上保安庁「海上保安庁における運用状況（活動時の通信
状況）」（東日本大震災における災害応急対策に関する検
討会（第4回）） 2



被災市町村の通信状況

１．情報収集・伝達 課題
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全ての情報源から発せられる情報が貴重であるため、民間からの情報の有効活用も含め、積極的に情報を

取りに行く体制を整備することが重要である。

発災直後は被災地域全体が混乱し情報が集まらないことを大前提と考え、その時間を以下に短くするか、ま

た、どの情報を優先的に処理するのか等検討することが必要である。

出典：東日本大震災における災害応急対策に関する検討会「中間とりまとめ」（平成23年11月28日）

出典：総務省消防庁「東日本大震災における防災行政無線による情報伝達について」（東日本大震災における災害応急対策に関する検討会（第４回））

東日本大震災における市町村防災行政無線の利用状況について 東日本大震災における消防救急無線の被災状況について

光ファイバネットワークの被災状況

東日本大震災における地震動及び津
波により、太平洋沿岸部を中心に光
ファイバが寸断され、情報伝送が不可
能になった。

出典：国土交通省「国土交通省の通信運用状況」（東日本大震災
における災害応急対策に関する検討会（第４回））



２．救出・救助 課題
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発災当初の救命・救助活動は、情報がない中での活動であったため、各実動機関間の連携が一部で困難
だった。

救命救助活動の各実動機関間等の調整は事実上、現場レベルに任されていた。役割分担の設定や配置調
整を中央レベルで行うのは困難だった。

東日本大震災においては、災害が非常に広範
囲にわたり、情報も非常に限られていたことから、
救助活動等にあたり、消防機関と警察、自衛隊、
海上保安庁といった実動部隊同士の連携の必要
性が再認識された。

出典：警察庁「平成23年回顧と展望 東日本大震災と警察」（平成24年3月）

関係機関等との連携における留意事項

 災害現場では、多数の調整事項が必要な事項が発生するとともに、調整の時間が短く、判断材料が少なく、さらに現場での意思決定の権限の範囲
が、平常時に比較して拡大している場合が多い。

 平常時に調整できないことは、災害発生時であっても調整できない。一つでも、災害現場での調整事項を減少させるため、平常時から、各機関の役
割分担や関係機関間で調整が必要な詳細な事項についても、可能な限り関係機関間で調整し、明文化しておく。

 救助活動に有効であると認める場合は、各関係機関保有のGPS、GIS及び無線等による部隊位置情報を各機関に提供するなど活動区域等の情報
の共有化を図る。 出典：消防庁「平成23年救助技術の高度化等検討会報告書」（平成24年3月22日）

大規模災害時に、緊急消防援助隊等多くの消防部隊及び関係機関・組織が連携して効果的な救助活動を

展開するための方策を検討するべきである。

発災当初は、人命救助を最優先することとし、人員・物資の資源配分を見直す必要がある。

出典：中央防災会議防災対策推進検討会議「中間報告」（平成24年3月7日）

出典：東日本大震災における災害応急対策に関する検討会「中間とりまとめ」（平成23年11月28日）



３．災害医療 課題
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● ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）の定義
 「災害急性期（おおむね４８時間以内）に活

動できる機動性を持ったトレーニングを受け
た医療チーム」

 日本のＤＭＡＴは、従来48～
72時間の活動を想定して準備

※ 石巻圏内の活動

医療機関が被災し、被災地における医療提供体制に支障が生じた。

現地では、災害急性期に対する体制整備（DMAT等）が図られてきたが、慢性疾患への対応や、想定より長
期間の活動も必要であった。また、引継ぎが十分でない事例があった。

東日本大震災における病院の被災状況

出典：厚生労働省「東日本大震災での医療面での対応について」（災害時多目的船に関する検討会
（第3回） ）

石巻圏における救護チーム数の推移
（こころのケアチームは除く）

赤塗部分は、ＤＭＡＴ撤収後、の
減少分であるが、医療ニーズは継続
し、救護チームを再派遣

東日本大震災におけるDMAT活動概要

被災病院の避難（石巻地域病院）

出典：厚生労働省DMAT事務局「東日本大震災におけるDMATの活動と今後の課題」（東日本大震
災における災害応急対策に関する検討会（第４回））

出典：東日本大震災における災害応急対策に関する検討
会「中間とりまとめ」（平成23年11月28日）

出典：中央防災会議防災対策推進検討会議「中間報告」（平成24年3月7日）

出典：厚生労働省DMAT事務局「東日本大震災におけるDMATの活動と今後の課題」
（東日本大震災における災害応急対策に関する検討会（第４回））

出典：厚生労働省DMAT事務局「東日本大震災におけるDMATの活動と今後の課題」
（東日本大震災における災害応急対策に関する検討会（第４回））



３．災害医療 課題
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被災地内の医療活動だけでなく、被災地内の入院患者や、避難所で治療を受けている患者の被災地外搬

出も必要。また、医療チームの配置等、コーディネート機能に改善の余地がある。

災害時の救急医療の充実を図るため、災害派遣医療チーム（DMAT）の活動内容、活動期間の調整機能等

及び医療チームの派遣調整機能等について、日本DMAT活動要領等を改正すべきである。また、DMATの
活動における中長期医療への対応戦略が必要である。

出典：東日本大震災における災害応急対策に関する検討会「中間とりまとめ」（平成23年11月28日）

出典：内閣官房「広域医療搬送について」（東日本大震災における災害応急対策に関する検討会（第2回））

広域医療搬送の実施

広域医療搬送計画を初めて実動したが、 広範かつ長期間に及ぶ対応を想定していなかったため、新たな
対応が求められた。

広域医療搬送では急性期症例に限るという先入観が一部であり、被災地医療機関の業務軽減に寄与でき
る余地があった。

また、避難所等での医療従業者に、広域医療搬送の概念が共有されていなかった。

【活動内容の例】酸素ボンベの調達（DMAT事務局からの依頼）、海外からの医療支援調整（米国
からの眼科診療ユニット搬送）

 広域医療搬送の活動状況

※日本DMAT活動要領は、平成24年3月30日に改正済み

出典：内閣官房「広域医療搬送について」（東日本大震災における災害応急対策に関する検討会（第2回））

 広域医療搬送の今後の課題



４．緊急輸送体制 課題
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物資調達・輸送の最終実績（3月11日～4月20日）【内
閣府被災者生活支援チーム】

物資輸送に占める
トラック輸送の割合

食料 約72％，飲料 約58％

出典：国土交通省「東日本大震災と物流における対応」
（東日本大震災における災害応急対策に関する検討会（第3回））

物資の輸送手法として、大量輸送の可能な船舶や機動性の高いヘリなどの活用を試みたが、港湾か
ら集積拠点までのトラック輸送の確保や天候などの影響により困難を要した。

出典：東日本大震災における災害応急対策に関する検討会「中間とりまとめ」（平成23年11月28日）

今回の震災ではトラック輸送が大部分を占めたが、災害の形態に応じて多様な輸送手段の選択が可能とな

るよう、各輸送機関の整備を行っておくと同時に、発災後の道路・航路啓開が早急に可能となるよう活動内

容を定めた計画を策定する必要がある。 出典：東日本大震災における災害応急対策に関する検討会「中間とりまとめ」（平成23年11月28日）

出典：内閣府（防災）「緊急災害対策本部（被災者生活支援特別対策本部）における物資調達・輸送調整について」
（東日本大震災における災害応急対策に関する検討会（第3回））



４．緊急輸送体制 課題
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警察庁ＨＰ

緊急車両通行証3月12日現在の緊急交通路

物資の輸送手法としてトラックによる陸上輸送が大部分を占めたこともあり、物資や燃料の搬送の
ための緊急車両等への通行証の発行に膨大な事務作業が生じた。

出典：内閣府（防災）「緊急災害対策本部（被災者生活支援特別対策本部）における物資調達・輸送調整について」
（東日本大震災における災害応急対策に関する検討会（第3回））

出典：東日本大震災における災害応急対策に関する検討会「中間とりまとめ」（平成23年11月28日）

緊急輸送を円滑に行うために、民間車両への通行証交付について、事

前に検討しておく必要がある。

出典：東日本大震災における災害応急対策に関する検討会「中間とりまとめ」（平成23年11月28日）

警察庁ＨＰ



５．物資輸送 課題
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物資の調達は基本的に県が対応することとなっているが、地方自治体機能の著しい低下により国の支
援スキームを立ち上げた。しかし、発災初期の燃料不足や県の拠点施設での物資の滞りもあり、被災者
に必要な物資が適切なタイミングで供給されなかった。

被災地でのニーズの変化等により、救援物資が一時的に被災地内外の倉庫に滞留する状況が発生した。

 東日本大震災では、県
や市役所に物資が集
まっていても、各避難所
に物資が届かないという
問題が発生した。

 被災地への救援物資の供給が
滞っている原因には、道路や港
湾等の被災による輸送路途絶
や仕分け作業の非効率の他、ガ
ソリン等輸送燃料の不足や車
両・ドライバー確保の難しさ等が
挙げられる。
出典：苦瀬・矢野「市民を兵糧攻めから守る『災害ロジス

ティクス計画』」、2011、都市計画No.291

出典：東日本大震災における災害応急対策に関する検討会
「中間とりまとめ」（平成23年11月28日）

出典：防衛省「東日本大震災に対する防衛省・自衛隊の活動状況（救援物資輸送関連）」（東日本大震災における災害応急対策に関する検討会（第3回））

出典：防衛省「東日本大震災に対する防衛省・自衛隊の活動状況（救援物資輸送関連）」（東日本大震災における災害応急対策に関する検討会（第3回））

出典：国土交通省「東日本大震災と物流における対応」（東日本大震災における災害応急対策に関する検討会（第3回））



出典：資源エネルギー庁「東日本大震災における石油供給について」（東日本大震災における災害応急対策に関する検討会（第5回））

５．物資輸送 課題
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物資の調達・輸送は可能なところは民間物流に託すとともに、時間の経過に応じた取組状況についての、
市町村、県、国レベルでのトータルデザインが必要である。

物資供給の優先順位を念頭に置いたロジスティクス戦略の構築が必要である。

緊急時に商品の需給バランスや市中在庫量・所在等が把握できる環境の整備が必要である。
出典：東日本大震災における災害応急対策に関する検討会「中間とりまとめ」（平成23年11月28日）

出典：石油連盟HP「製油所・油槽所の稼働状況」（平成23年4月18日現在）

東日本大震災では、大規模な地震や津波の影
響で東北・関東の製油所が被災し、深刻な燃料不
足が発生し、救助・救援活動及び緊急支援物資の
輸送等に支障をきたした。

震災の影響があった製油所とその状況

発災初期の燃料不足について

出典：資源エネルギー庁「東日本大震災における石油供給について」（東日本大震災に

おける災害応急対策に関する検討会（第5回））



６．避難所運営・管理 課題
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避難所として指定されていない場所やライフラインが途絶した場所に避難所が設けられ、避難所の把
握や支援が困難であった。また、避難所になるべき施設に、相応の設備や備蓄が十分に備わっていな
かった。

避難所によって運営に大きな差があり、避難所生活における被災者のニーズ変化への対応や栄養管
理・健康管理、避難生活の改善が十分でなかった避難所もあった。

出典：中央防災会議防災対策推進検討会議「中間報告」（平成24年3月7日）

出典：東日本大震災復興対策本部事務局ＨＰ

■岩手県宮古市の避難所数と避難者数（最大時：3月14日）

（注）宮古市の津波・高潮に係る指定避難所数は、46か所。

出典：宮古市「避難所運営と仮設住宅の状況」（東日本大震災における災害応急対策に関
する検討会（第5回））

緊急的な避難の後、安全でライフラインが機能して

いる場所の避難所に移動するといった二次避難の

対応体制の明確化を図る必要がある。

避難所の運営に当たっては、被災者のニーズに応じ

たものとなるよう工夫を行うとともに、障がい者、高

齢者、子ども等への配慮の視点を取り入れた仕組み

を作るべき。また、運営の基本的な部分で避難所ご

との差が出ないよう、マニュアル化等を行うべき。

出典：中央防災会議防災対策推進検討会議「中間報告」（平成24年3月7日）

■全国の避難者等の数【都道府県・施設別】（H21/11/17現在） 出典：内閣府「避難所運営・応急仮設住宅」（東日本大震災にお
ける災害応急対策に関する検討会（第5回））



７．広域連携体制の構築 課題
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広域連携を行う上で、活動を後方から支援するための資機材や装備が、長期間支援を行うには不十
分であった。また、職員派遣における被災地のニーズとのマッチングが困難であった。

現地対策本部における権限等が明確でない部分があった。また、本来想定していた県間の調整を行
うまでに至らなかった。

東日本大震災における発災後の業務量と投入人員量の推移

 応援部隊を送り出す自治体は、1週間程度の派遣を繰
り返して支援しているが、被災自治体では、「行政機構
のノウハウを持った職員が来てくれるのは非常にあり
がたいが、短期なので仕事を任せられる範囲が限られ
る」といった内容が異口同音に聞かれた。

 被災地支援のために放出した多額の費用の財源への
心配を募らせている自治体もあった。

東洋大学PPP研究センター所報「被災自治体の後方支援体制の構築に向けて」
（平成23年6月11日）

出典：東洋大学PPP研究センター所報「被災自治体の後方支援体制の構築に向けて」（平成23年6月11日）

東洋大学PPP研究センター所報「被災自治体の後方支援体制の構築に向けて」
（平成23年6月11日）

 発災後の業務量と投入人員
量について、初動期と長期
間対応が必要なものに大き
なずれがみられる。

出典：東日本大震災における災害応急対策に関する検討会「中間とりまとめ」（平成23年11月28日）



７．広域連携体制の構築 課題

13出典：総務省HP「東北地方太平洋沖地震に係る人的支援の要望について」（平成23年3月22日）

【課題を受けた、総務省による市町村の職員派遣スキーム】

岩手県遠野市の事例等を参考に防災計画等

に被災地域外の後方支援基地の位置づけを

行うべきである。

地方公共団体間における事前の応援協定締結

や災害時の応援・職員は検討の調整について

は、国、全国知事会、全国市長会、全国町村会

とも連携しつつ、広域連合等による地方公共団

体の主体的な取組を推進することが必要であ

る。

※東日本大震災を踏まえ、災害対策の強化を図るため、国や自治体

の支援の仕組み等について記した災害対策基本法の一部を改正

する法律が、平成24年6月27日に公布・施行されている。

【岩手県遠野市】

岩手県遠野市が、被災地外の後方支援拠点として非常に効果的な役割を果たしていた。
岩手県遠野市は、沿岸市町村へのアクセスがしやすい等の立地環境から、

平成19年度より「地震・津波災害における後方支援拠点施設整備構想」に
基づき、体制の整備を進めていた。
東日本大震災の直後から、以下の支援活動を開始した。

 遠野市の総合運動公園が後方支援基地となり、国道283号仙人峠道路が沿岸部への重要
な連絡路として機能。

 自衛隊の車両600台、隊員3,500人が遠野市運動公園に集結。
 被災地への救援物資の搬送は250回

国も総務省を中心とする全国にまたがる応援体制の構築に努めた。

出典：中央防災会議防災対策推進検討会議「中間報告」
（平成24年3月7日）



８．広報 課題
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誤情報に基づく風評・誤解や、全国で義捐金名目の詐欺、悪質商法等震災に便乗した犯罪が散見さ
れたり、被災者等の不安をあおり立てる流言飛語が流布した。

また、国等が実施している災害応急活動等の広報、帰宅困難者の混乱を防止する目的の広報や海外
への広報が不足していた。

東日本大震災における流言・デマ、風評被害の例

 災害応急活動
 東北道はガラガラ（埼玉県内）なのに規制している、緊急交通路の指定のせいでガソリン不足

になった等の誤情報に基づく風評が発生した。

 帰宅困難者対策
 首都圏においては、鉄道等の交通機関が不通になったことや、帰宅困難時の行動原則が浸

透していなかったこと、十分な情報提供がなされなかったこと等により、多くの帰宅困難者が生
じた。

出典：警察庁「東日本大震災に伴う交通規制」（平成23年9月）

出典：東日本大震災における災害応急対策に関する検討会「中間とりまとめ」（平成23年11月28日） 出典：新宿区

大量の帰宅困難者の発生

出典：内閣府「東日本大震災の事例」（地方都市等における地震防災のあり方に関する専門調査会（第7回））

主な海外諸国・地域の規制措置

出典：日経グローカル No.171

出典：千代田区

出典：東日本大震災における災害応急対策に関する検討会「中間とりまとめ」（平成23年11月28日）



８．広報 課題
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広報について、以下の検討が必要

避難者・帰宅困難者の
混乱を防止する広報の
あり方

災害時に適切な避難を
促す広報のあり方

海外への広報のあり方国等が実施している活
動の広報のあり方

海外国等国民

出典：内閣府 「東日本大震災における災害応急対策等について」
（防災対策推進検討会議（第２回））

災害時の「正常化バイアス」を打ち消す適切な避難を促す広報のあり方や避難者・帰宅困難者の混乱を防

止する広報のあり方、国等が実施している活動の広報のあり方、海外への広報のあり方などについて検

討し、充実を図る必要がある。

出典：東日本大震災における災害応急対策に関する検討会「中間とりまとめ」（平成23年11月28日）



９．海外からの支援 課題

被災地のニーズが日々変化する中、海外からの救助隊等の人的支援や支援物品は多種多様で輸送にも
時間を要するため、マッチングを行うのが困難なケースがあった。

国内輸送手段や燃料等を確保していない海外の支援部隊もあったため、救援活動の受入れにあたって、
配備等の調整に貴重な人員が割かれた。 出典：東日本大震災における災害応急対策に関する検討会「中間とりまとめ」（平成23年11月28日）

当初、救助隊等の海外支援隊等は、被災地における地方公共団体・住民とのコミュニケーション、医
療に係る国内法の問題等、国内での行動に制約事項があった。

東日本大震災における活動体制

人的支援（左図）及び物的支援（右図）の受入れに関する
緊急災害対策本部の調整スキーム

出典：内閣府「緊急災害対策本部（被災者生活支援特別対策本部）に
おけるC7班（海外支援受入れ調整班）の活動」（東日本大震災に
おける災害応急対策に関する検討会（第6回））

東日本大震災での対応体制

出典：外務省HP「震災直後から続々と届く世界中からの温かく力強い支援」（平成23年6月6日）

震災直後から、各国・地域から支援チーム等派遣の申し出が多く寄せ
られ、20を超える国・地域・国際機関の支援チームが被災地を訪れた。

政府も海外支援受入れ調整担当班を立ち上げ、体制を作って対応を
行った。

出典：中央防災会議防災対策推進検討会議「中間報告」
（平成24年3月7日）

出典：中央防災会議防災対策推進検討会議「中間報告」（平成24年3月7日）

16



９．海外からの支援 課題
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海外支援の受入れやその後の対応について国が方針を示し、窓口の一本化や体制の整備を図るべきであ

る。 出典：東日本大震災における災害応急対策に関する検討会「中間とりまとめ」（平成23年11月28日）

海外の救助チームや医療チームの活動については、被災者側の傷害、物損を生ぜしめる場合も含め、これ

を補償するための法的根拠等がないところであり、制度上の位置付けを含めて必要性を検討すべきである。

出典：災害対策法制のあり方に関する研究会「中間論点整理（案）」（防災対策推進会議（第３回）） 17

東日本大震災における海外からの救助隊受入れの課題

出典：総務省消防庁「東日本大震災における海外からの救助隊受入れについて」
（東日本大震災における災害応急対策に関する検討会（第6回））

● 受入れ前
国家間の情勢判断、支援人員・物資等の

迅速なマッチング、輸送手段等ロジ事項の
調整等 等
● 受入れ後

在日米軍等国内の諸外国各種機関への対
応、自治体への支援対応、支援に対する評
価の実施 等

● 発災直後（受入れ前）
行政機関機能不全、通信の途絶等により、

海外支援の受入れ体制の準備、支援ニーズの
発信不可能 等
● 受入れ後

言語等の意思疎通、移動手段確保、食糧の
安全性・趣好等、医療品の使用判断、傷害や
物損に関わる責任 問題の処置等負担大 等

各自治体

各省庁

出典：内閣府「緊急災害対策本部（被災者生活支援特別対策
本部）におけるC7班（海外支援受入れ調整班）の活動」
（東日本大震災における災害応急対策に関する検討会
（第6回））

人的支援の受入れにあたって、実働省庁（消防庁・警察庁）への救助隊の受入れ要請及び入国・国内輸送に係る調整、また、
海外からの物資については、市町村と直接マッチングを行う、国内輸送について相手国政府に依頼する等の対応を行ったもの
の、海外からの人的・物的支援の受入れについて以下のような教訓が得られた。



10．女性や災害時要援護者への配慮 課題
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避難所運営等、災害現場での意思決定に女性がほとんど参画しておらず、女性用物資の不足や専用
スペースが設置されないなど、女性が避難生活に困難を抱えていた。

避難所・仮設住宅や帰宅困難者対策において、子どもや女性、高齢者などを対象とした事前の検討
が十分になされていない。

情報提供、避難、避難生活等様々な場面で災害時要援護者への対応が不十分であったり、災害時要
援護者名簿を個人情報保護の観点から有効活用できない事例もあった。

○避難所運営に関する問題
• 授乳や着替えをする場所がなく、女性が布団の中で周りの目を気にしなが

ら着替える。
• 女性用の物干し場がないため、下着が干せない。
• 女性が起きたら、知らない男性が横に寝ていた。
• 瓦礫処理を行う男性には日当が出るが、女性は当然のように、何十人分も

の炊き出しを割り振られ、日当は出ない。１日中、食事の用意や片付けに
追われ、子供の面倒や両親の介護が十分に行えない。

○発災後の避難所での物資の備蓄や提供に関する問題
• 生理用品、おむつ、粉ミルクがない。また、粉ミルクはあっても哺乳ビン、

離乳食がない。
• 女性用下着や生理用品が届いても、男性が配布しているため、もらいに行

きづらい。

 発災後、男女共同参画の視
点から様々な問題が浮かび
上がった。

 問題の背景としては、防災・
震災対応に女性の視点が入
らず、配慮が足りないことや、
意思決定の場に女性が参画
していないことが挙げられる。

出典：内閣府「男女共同参画の視点からの防災・復興の対応について」（東日本大震災における災害応急対策に関する検討会（第4回））

女性への配慮における課題

出典：中央防災会議防災対策推進検討会議「中
間報告」（平成24年3月7日）

出典：東日本大震災における災害応急対策に関する検討会「中間とりまとめ」（平成23年11月28日）

出典：中央防災会議防災対策推進検討会議「中間報告」（平成24年3月7日）

出典：内閣府「男女共同参画の視点からの防災・復
興の対応について」（東日本大震災における災害応
急対策に関する検討会（第4回））



 福祉避難所を指定している市町村は全国で全体の３４％にとどまる。被災した宮城
県では４０％であったが、岩手県では１４．７％、福島県では１８．６％であった（平成
２２年３月現在）。

 被害が広範囲にわたり、多くの福祉施設が被災するなかで、避難所には要援護者
と一般の避難者が混在するところも多く、施設に移す余裕がないのが現状である。

地域による災害時要援護者への対応に差異があった。

出典：国会図書館 調査及び立法考査局「被災者生活支援に関する制度の現状と課題」（調査と情報 第712号）

10．女性や災害時要援護者への配慮 課題

発災直後からの各段階において、男女共同参画の視点の重視に関する地方公共団体の責務を明確化す
るとともに、女性や子育て家庭のニーズに配慮した対応についてのマニュアルを作成すべきである。
地域防災計画、地域復興計画や避難所運営等の意思決定の場に女性が参画できるよう、また、障がい者、
高齢者、子どもを含めた地域住民の視点に立った対応ができるよう、地方防災会議の構成等について見
直しを行うべきである。
個人情報保護制度との関係を整理し、災害時要援護者名簿の法的位置づけを検討することにより、災害
時要援護者名簿の整備・活用を促進すべきである。 出典：中央防災会議防災対策推進検討会議「中間報告」（平成24年3月7日）

要援護者への配慮における課題

 国は「災害時要援護者の
避難支援ガイドライン」を
作成し、市区町村におい
て災害時要援護者の避難
支援の取り組み方針等が
策定・整備されるよう促進
しているが、具体的な避
難支援に結びつく名簿整
備や個別計画の策定は
途中段階である。

災害時要援護者へ避難支援が不十分である。

出典：内閣府「東日本大震災を踏まえた検討事項整理」（災害時の避難に関する
専門調査会 津波防災に関するワーキンググループ（第2回））

※東日本大震災で被害が大きかった宮城県および福島県の全
市区町村、岩手県の一部市町村は調査対象外
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出典：厚生労働省「福祉避難所の指定状況について（平成22年3月31日
現在）」厚生労働省社会・援護局関係主管課長会議資料（平成２３年３月
３日開催）

都道府県別福祉避難所指定状況


